
課税関係訴訟事件一覧表（前月からの更新分）

№

局 主税目等 原告等 被告等
経
過 概要等

課
税

年
度

処
分
部
署 担当者 裁判所 事件番号 提訴年月日 判決日等

結
果 裁判所 事件番号 提訴年月日

控
訴
人 判決日等

結
果 裁判所 事件番号 提訴年月日

上
告
人 判決日等

結
果

基本情報 争点等 第一審 控訴審 上告審

406 名古屋 法人税
国(岐阜北
税務署長)

係
属

本件機械装置の取得時期はいつか。
28/5

・
29/5

調
査
部

東京地
方2

R2.9.16 R5.3.9
棄
却

東京高
等14

R5.3.23
相
手
側

410 大阪 所得税

国(宇治税
務署長事
務承継者
伏見税務
署長)

係
属

1 本件配当は所得税法9条1項16号の規定により非課
税となるか(配当と配当期待権の二重課税)
2 上場株式等の譲渡所得に係る取得費加算相続税額
はいくらか
3 三分割の相続財産を財産債務調書に記載すべきか

28
29

税
務
署

大阪地
方2

R2.10.12 R3.11.26
棄
却

大阪高
等11

R3.12.6
相
手
側

435 東京 国賠 国
係
属

　本件において、国賠法上の違法が認められるか否
か。
（本人訴訟）

税
務
署

東京地
方15

R2.9.8 R4.7.22
棄
却

東京高
等16

R4.7.26
相
手
側

R5.4.27
棄
却

東京高
等16

R5.5.8
相
手
側

438 名古屋 消費税
国(岐阜北
税務署長)

係
属

本件機械装置の取得時期はいつか。
28/5
29/5

調
査
部

東京地
方2

R2.9.16 R5.3.9
棄
却

東京高
等14

R5.3.23
相
手
側

449 大阪 所得税
国(西宮税
務署長)

未
確
定

　司法修習生が最高裁判所から支給を受けた基本給
付金は所得税法第9条第1項第15号に規定する学資
金に該当して非課税所得となるか

30
税
務
署

大阪地
方7

R3.5.11 R4.12.22
棄
却

大阪高
等7

R4.12.26
相
手
側

R5.7.26
棄
却

450 広島 法人税
国(廿日市
税務署長)

未
確
定

地上権設定契約に基づく権利金5億円を所得金額に
計上すべきか否か
権利金を計上しなかったことは、原告の隠蔽と評価す
るべき行為に該当するか否か

30/3

資
料
調
査
課
等

広島地
方2

R3.5.31 R5.7.31
棄
却

454 福岡 法人税
国(行橋税
務署長)

係
属

青色申告承認取消処分の適法性(2期連続期限後申
告となったことに納税者の責めに帰すべき事由がある
か否か)

1/6
税
務
署

福岡地
方1

R3.6.25 R4.12.14
棄
却

福岡高
等4

R4.12.20
相
手
側

R5.6.30
棄
却

福岡高
等4

R5.7.12
相
手
側

487 東京 所得税
国(京橋税
務署長)

未
確
定

本件競馬所得(競馬の勝馬投票の的中によって得た
払戻金に係る所得)は、事業所得、一時所得又は雑所
得のいずれに該当するか。

26
～
28

税
務
署

東京地
方3

R3.10.8 R5.7.28
棄
却

493 沖縄 消費税
国(那覇税
務署長)

係
属

　本件各金員は、消費税法38条1項に規定する「売上
げに係る対価の返還等」に該当するか否か。

27/3
～

30/3

調
査
部

那覇地
方1

R3.12.22 R5.1.24
棄
却

福岡高
等那覇
支部

R5.2.6
相
手
側



課税関係訴訟事件一覧表（前月からの更新分）

№

局 主税目等 原告等 被告等
経
過 概要等

課
税

年
度

処
分
部
署 担当者 裁判所 事件番号 提訴年月日 判決日等

結
果 裁判所 事件番号 提訴年月日

控
訴
人 判決日等

結
果 裁判所 事件番号 提訴年月日

上
告
人 判決日等

結
果

基本情報 争点等 第一審 控訴審 上告審

515 名古屋 法人税
国(名古屋
中税務署
長)

完
結

消費税
本件仕入れ高計上額は、本件事業年度の所得の金額
の計算上損金の額に算入されるか否か。
本件仕入高計上額は、本件課税期間の課税仕入れに
係る支払対価の額に算入されるか否か。
請求人に、通則法66条第1項に規定する「隠蔽し、又
は仮装し」に該当する事実があったか否か。

30/5

資
料
調
査
課
等

名古屋
地方9

R4.3.31 R5.4.10
取
下
げ

523 名古屋 所得税
国(昭和税
務署長)

係
属

本人訴訟
本件所得１は、事業所得又は給与所得いずれに該当
するか。
本件所得２は、事業所得又は雑所得いずれに該当す
るか。

28
～
30

税
務
署

名古屋
地方9

R4.5.22 R5.6.22
棄
却

名古屋
高等3

R5.6.30
相
手
側

559 東京
所得税
(源泉)

国(市川税
務署長)

完
結

(1) 平成29年５月及び同年７月ないし同年10月の５回
にわたり訴外相手側元理事長名義の口座に振り込ま
れた計800,000,000円は、相手側から訴外相手側元理
事長に対する給与に該当するか。
(2) 相手側に、国税通則法68条３項に規定する隠蔽又
は仮装の事実があったと認められるか。

29

資
料
調
査
課
等

東京地
方38

R4.9.21 R5.7.5
取
下
げ

567 東京 所得税

国(荻窪税
務署長事
務承継者
大月税務
署長)

完
結

1 本件訴えは、出訴期間内にされたものか否か、又
は、出訴期間を徒過していたことにつき、正当な理由
が存するか否か
2 本件訴えに、裁決を経ないことにつき正当な理由が
存するか否か
3 各処分に係る通知書の送達に、当該各処分を無効
又は違法とする事由が存するか否か

28
～
30

税
務
署

東京地
方38

R4.10.11 R5.7.5
移
管

574 熊本 法人税
国(鹿児島
税務署長)

係
属

　利子及び配当等から源泉徴収された本件所得税額
が法人税から控除できるか否か。

2.4
～
3.3

税
務
署

東京地
方51

R4.12.27 R5.7.20

583 大阪 法人税
国(旭税務
署長)

完
結

原告会社にある本件督促処分の取消しを求める訴え
の利益があるか否か
（消費税）（その他）

4/2
税
務
署

大阪地
方7

R5.2.2 R5.6.22
却
下

587 東京 国賠 国
係
属

調査担当者が相手側に対して行った質問検査権の行
使に、国賠法上違法となるセクシャルハラスメント行為
があったか否か。

-
税
務
署

東京地
方18

R4.10.11 R5.7.5
移
管

599 大阪 法人税
国(姫路税
務署長)

未
確
定

本件訴訟に訴えの利益があるか否か。
（本人訴訟）

27/1
2
～

28/1
2

税
務
署

神戸地
方2

R5.1.11 R5.2.2
却
下

大阪高
等6

R5.2.7
相
手
側

R5.7.27
棄
却
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615 東京 法人税
国(日本橋
税務署長)

未
確
定

　適格合併に係る被合併法人の未処理欠損金額を相
手側の欠損金額とみなして、各事業年度の損金の額
に算入したことは、法人税法132条の2に規定する「法
人税の負担を不当に減少させる結果となると認められ
るもの」に該当するか否か。

27/1
2
～

28/1
2

調
査
部

東京地
方2

R5.5.19 R5.7.20

全
部
敗
訴

618 福岡 所得税
国(小倉税
務署長)

係
属

　原告が、確定申告にあたって株式の配当所得及び
譲渡損失の各金額を含めなかったことは、通則法23条
1項の更正の請求事由に該当するか否か。

2
税
務
署

福岡地
方1

R5.5.24

619 東京 法人税
国(市川税
務署長)

係
属

1　申告が過大であることを理由に、更正の請求のs手
続によらず納付税額の還付を求めることができるか否
か。
2　本件修正申告に係る税額が過大か否か。

31/3
税
務
署

千葉地
方3

R5.5.25

620 東京 法人税
国(麻布税
務署長)

係
属

本件各取引は、個別対応方式の計算上、課税資産の
譲渡等にのみ要する課税仕入れに該当するか否か。

27/9
税
務
署

東京地
方3

R5.6.14

621 関信 消費税
国(浦和税
務署長)

係
属

　同族会社である賃借人との間で、用途を居住用及び
事業用を問わない旨定めている建物の貸付が、消費
税法別表第一第13号の「貸付に係る契約において人
の居住の用に供することが明らかにされているもの」
に該当するか。

28/3
、

29/3

税
務
署

東京地
方38

R5.6.14

622 大阪 所得税
国(左京税
務署長)

係
属

本人訴訟
（1） 不服申立期間内に申し立てをしなかった正当な理
由が存在するか。（不服申立前置を満たしているか。）
（2） 関連法人が不服審査中であるにもかかわらず、
原告に対してした裁決は不当といえるか。（審査請求
却下裁決の取消し請求）

29

資
料
調
査
課
等

大阪地
方2

R5.6.19

623 福岡 消費税
国(小倉税
務署長)

係
属

①　本件課税期間において、課税事業者に該当する
か否か（基準期間における課税売上額1,000万円を超
えるか否か）。
②　請求人が課税事業者として消費税等の還付申告
を行ったことに、通則法68条の仮装・隠蔽に該当する
事実があったか否か。

2/4
税
務
署

福岡地
方1

R5.6.19

624 東京 法人税
国(千葉東
税務署長)

係
属

（1） 原告の対象外国関係会社である米国ハワイ州所
在のキャプティブ保険会社は、外国子会社合算税制
の適用除外基準の一つである非関連者基準を満たす
か否か。
（2） 基準所得金額を本邦法令方式により計算したこと
は違法か否か。

1/6
～
2/6

資
料
調
査
課
等

東京地
方51

R5.6.22


